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r三田学会I t誌J 67卷4 号 （1974'1M月）

工場法は，.その充実によって職場に関連する労働災害や疾病や廃疾を減少させる形で社会保険に 

かかわり，社会保険は，その充実によって資本家にたいしては心身ともに健全な労働力を工場法の 

'対象である職場に送りこむ役割をもつし，労働者にたいしては自らの使用者の手をとおしてではな 

く， ® 家が介入する制度をとおしての保障による生活条仲の改善によって，職場でその使用者にた 

;いし，対等にふるま;t る条仲を整備する。また工場法や社会保険は，経済的条件の改善を基礎に労 

'働者が自立の精神をはぐくみ，資本家と対等の意識を抱けるようにするとともに，団結への自信と 

力を与える。それにたい し 労働組合法は，工場法や社会保臉が改善され，使用者に遵守されるよ 

うにしむけるための監視や支えの力を提供することができる。

このように，社会政策ほ，労働力再生産の全域にはりめぐらされた労働力• 労 働 者 の 体 的 •総 

'休的な掌握策であるが，各領域における社会政策はどれも欠かせない役割をも.っている。もちろん, 

.資本主義の発展段階と労働者の状態や運動によって，社会政策の必要性の度合いがちがう'ことは杏 

•定できない。初期の頃は工場法，独占段階以降は社会保険，現在は社会保障，さらに全般をとおし 

ては労働組合法が重要な意味をもつということはいえる。 しかし基本的にはいずれが主で，いず 

.れが従ということはいえず，相互補完，相;5：ffi強的関係をなしているというべきものである。

おわ に

以上の議論は，社会政策の全域にわたって，また問題点のすべてをとりあげて検討したものでは 

ない。私なりに概念規定を行ない，さらにそれを深めるためもあって，体系という側面にも焦点を 

あて，社会政策というものを，可能なかぎりわかりやすく説明したものである。

つぎに必要とされるのは，一方で以上の社会政策のうけとめ方をV :こんどは労働問題研究におけ 

る全体のなかに位置づけること，他方で歴史的に展開されたり，また現実に展開されつつある政策 

Iに つ い て ， 以上の理論を実証的に検討することである。今回は大雑把な理論的位置づけを試みるに 

とどめ，さらなる理論化と実証はつぎの機会にゆずりたい。

■ (経済学部助教授)
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労 働 市 場 の 一 般 均 衡 理 論

—— 産 業 ，職種別賞金格差の分析 一 一

鳥 居 泰 . 彦

<Acknov,»'Iedgment>

この研究は，経済発展珊論研究の一環としてHS者等-が行なっている労働市場モテ‘ルの庚 

測作業の一部でJbる„ ' . . .
とのがf究の基本的な考■え力は，Labor Allocation Project, Institute of International 

Studies, University of California, Berkeley (力リフォルニ ァ大学国際研究所）- * 議  I た 

ものでもる。この討議に参加した生耍なメンバーは，D. W. Jorgenson, L. R .Christensen. 
S- Kim. L. Lau, W‘E. Diewertおよび策ま-等であろ。

このモデルを日本の労働ホ場について庚測するための集中的な検討は，山崎純一，水ギ 

国まが進めた。モデルの特定化と測定の作業は両君の努力によるところが大きい。また， 

このモデノレの実測に当って必3 な̂ デ ニ タ は，既存の雇用货金統II.だけでは不充分であっ 

たので，独自の推計を必耍とした。この®大な推計作業は，山崎，水谷両君の努力によっ 

て遂行することができた。こめ眺労働省の大坪地一郎（賃金福祉部長)，市野省三（主任 

統評専門官）両氏からは熱心な指導と協力を頂いた。中お滋（労働大臣tr房政策課長),寺 

m光夫（システム分析室長)両氏をはじめ，官房政策課の方々からも適切なコメントを頂い 

た。特に市野省三氏は，私達が困難に遭遇する腔に熱心な助言と指導を借しまれなかつた。

この研究に必耍な大なデータ* プロセスと非線型同時推定の作業は，慶應義塾大学情 

報科学研究所の援助を得て行なった。 とりわけ，同5lf究所の松川郁子，小島敏代，高橋 

真紀子の諸純は，我々のわずらわLV、作菜を板気よく処理して下さった。

この研究はKeio Economic Observatory (唆應義塾大学産業研究所）のメンバーの適切 

な助言と指襟を受けた。とりわけ，3±村江太郎教授，小尾忠一郎教技:，届崎厳教授, 黑ffl 
昌裕助教授，桜本光助手の助言に負うところは大である。

上記の方々の指導と援助に対して深甚なる感謝の意をまする次第である。 もとよりこの 

小論に合まれる誤讓についての資任はすべて筆まのものである。 .

，目 次
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1 . 研究の目的と概要  '

1 . 1 経済発展理論におけるこめ研究の意義

この研究は，筆者等が行なっている経済発展理論研究の一環である。経済発展の現象は労働力人 

ロが工業部門に吸収される工業化の過程として把握されてきたから，労働市場の記述は経済発展理 

論の最もュッセンシャルな部分であった。

1960年以後の経済発展理論は，経済発展（ニエ藥化）のプロセスの進行の様子を説明するにちたっ 

て二部門経済発展理論のフィクシg ンを用い.てきた。マルサス理論以来1940年代に至るまで古典派 

の経済理論から脱皮することのなかった経済亮展理論は,二部門経済発展理論①ualistic Development 

Theory) によって飛躍的な進展を遂げた。二部門経済発展现論は， 1954年 に A. L e w is〔 8 〕によっ 

て提案されて，1961年 に D. W. Jorgenson〔7 〕と Ranis and F e i〔12〕の 2 つの論文で理論的な 

徒式化を得た。以来，経済発展理論は二部門概念を共通の分析概念として，今日まで発展してきた。 

この間の事情については鳥居〔14：) の展望論文を参照されたい。

二部門経済発展理論では， 国の経済を在来部門 (traditional sector, indegenous sector) と近代部 

門 (industrial sector, modern se c to r )の 2 つの與質な部門に分けて,，それそれに固有の均衡原理か作 

用していると想定する. 在来部門は，古典派的な労働需給原理がはたらいている世界であると考え 

られている。近代部門は，新お典派的な均衡原理がはたらいている世界であると想定されている。

を して，近代部門が次第に拡大して経済発展が進行する過程を，在来部門から近代部門への労働力 

の移動の過極としてとらえている。 この点についても詳しくは鳥居〔14〕を參照されたい。

ところで問週は，この二部門経済発展理論の限界である。. 二部門経濟発展理論は，在来部門から 

近代部門への労働力の移行逼極を鮮明に説明するこぷに成功した。 しかしながら，それは，依然と 
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して経済をマクロ的に観察する手法であることには恋わりはない。在来部門に関する古典派的な説 

明原理は，在来部門の経済を一'^^のマクロ • ュコノミ一とみなしている。また，近代部門に関する 

説明原理は,‘ 近代部門を一'：>のマクロ，エコノミーとみなしている。たしかに，経済発展の take-off 

の段階では, . 在来部H から近代部H への重心の移行の速度が最も重要なポイソトである。 しかし 

一® の経済がいったんtake-offに成功して工業化に代表される産業構造ま化のプロセスをたどり始 

めると，在来部門の内部でも近代部門の内部で.も，それぞれ固有のミクロ的な産業構造変化が生起 

して，新しい経済問題を提起する。瑰に，アジア，アプリ力，ラテン•アメリカ各地の低開発諸国 

が多少でも発展の軌道に乗り始めると，必ず, 産業構造や雇用構造の選択と調整に悩ま'されるよう 

になる。戦後の日本も例外ではなかった。 この現実に直面して，経済理論は，いつまでも二部門発 

展理論によるマグロ的な説明の方法をとっていたのでは, 無用の長物と化してしまう。経済発展の 

過程で現出した産業構造と雇用構造の変化をそれぞれの発生源にさかのぽって解明する努力が，緊 

急に耍請されている。

戦後の日本経済り発展過程で，近代部門(第2 , 3 次産業）の成長は急速であった。 この過糖で生起 

した変化は，前述の意味のミクロ的なア プ ロ ー チ を .しなければ,殆んど分析の意味がないといって 

よいはどま雑な産業構造の歴史的な変化を含んでい る 。 われわれの分祈の直接の対象となっている 

賞金 • 厘用構造も例外ではない。 もはや，マクロ的に，平均賞金と総雇用量のタ ー ム で 分析するこ 

とが明らかに無意味なほど複雑な, 産業別. . 職種別の雇用構造と：t 金構造のま化を呈している。

これらは, 急速な経済成長過程で，一つ一つQ産業に固有の資本形成と技術変化が行なわれたこ 

とを反映している。.労働需要の発生源たる各産業の最適化行動とその与件が変化レ たことを反映し 

ている。また一方では，経済成長とともに，労働供給主体の効用特性と，その最適化行動の与件力I 

変化したことを反映している。 これらの変化が，一般均衡的に相互に作用し合って,，戦後の急速な 

経済発展に伴う雇用構造と賃金構造の変化を現出した。 ’

ま者等は，このような理解にたって，摩業別 ‘ 職種別の労働需要，労働供給双方のモデルを構築 

して，両 者 （といってもそれは摩業‘ 職種の数だけあるから多数である）を労働市場で一般均衡的にミ一 

トさせる ことを試み’ようとしている。 最終的には，この試みは，在来部門，近代部門の大きな二部： 

門設定の一部をなすゆずのもので.あるが,在来部門の特殊な労働供給原理との理論的な調和の困難 

が残っている為に，さし当り，農業部門をも近代部門の一部とみなすという方法によって問題を回 

避しているレ

この種の試みは，今迄に始んど具体化されていない。唯"^の 先 例 を E. D iew ert〔3 ：! に見る 

ことができる。

]7 (励 ）



学会雑誌J. 67卷4号 (1974年4月）

1 . 2 雇用理論としてのこの研究の意教

経済発展理論の履用問題に関する問題意識は，在来部門の潜在失業を工業化によって近代部門に 

吸収することにあった。これに対してケインズ理論では，デ フ レ ー シ ン ，ギ ヤ ツプと同時に発生 

する失業を最も重視して，国民所得決定理論の中で® 用水準を説明する理論図式を構成した。本題 

からそれるので詳論しないが，読者は経清発展理論における潜在失業概念と，ケインズ理論におけ 

る兴業概念とは，二つの理の本質的な違いに曲来する相違を持っているととを理解すべきである。 

ケイシズ理論では潜在失業はあり得ないし二部門亮展理論には失藥じよあり得ない。

しかしながら，経済発展過程での現実の労働力の動きは，在来部門に滞留する潜在失業労働力が 

：!：業化の進展につれて次癒に近代的労働市場に編入されて行くことと，近代部門の景気変動に伴っ 

て失業が発生すもこととは同I殺的に起る現象である。二つの失業概念を含む用理論の綜合は，言 

い換えれば，発展 ‘ 成長の現象を説明しようとする論理と，景気変動の現象を説明しようとする論

.理との綜合にはかならない。 '

筆者等は，この綜合の手掛りを新古典派的な原理の中に求めようとした。新古典派の理論の世界

では, よく整備された(1)労働需要の主体均衡理論(企業行動理論)，（2)労働供給理論（家計行動理論）力；

.あって，これらが{3)市場の一般均衡理論因式によって綜合されている。企業，家計等のミクロの主

体について仮定されナこ主体均衡の原理を，産業または部門といったセミ.マクロの次元に集計する

.集計.理 論 （Aggregation Theory)の手続きが，あまりにきつい仮定の上になり立ゥているといううら

.みはるにせよ，多数の産業または部門のそれぞれの労働の需要と供給の一般的均衡を描くめに最'

，も適した方法だと考えられる。 '

新古典派的な主休均衡原理に従って，労働の需要および労働の供給についてミクロの次元の極め 

て精徽な分折が行なわれてきたが，これらが労働市場め一*般均衡図式へと綜合されたことは殆んど 

:ない。あったとしても，常に部分均衡論的な分析に終始していた。 この研究の一つの意義は，労働 

翻 ,労働供給のそれぞれについて新ポ典派的な主体均衡モデルを産業別，職種別に展開して，'そ 

.れらのすべてを市場の•一般均衡の形でトークルな廣用理論へと綜合することで、ある。

新古典派的な雇用理論（またはその部分品としての主体均衡理論）力';,教科書的な理論の彫域に終始 

したり部分均衡的な樊証モデルしか作らi x なかったのには，技術的な理由がある。新古典派的な労 

‘働需耍，労働供給の主体均衡図式と，それらの一*般的市場均衡モデルは，教科書的な単純な理論図 

, 式を 1 部門 2 主体のケースについて仮定しただけでも，これを推走して運転する樊証研究は，非線 

型推計の泥沼に略ってしまう。まして多数の産業 . 職業について，それぞれに労I動の需要，供給の 

主体が存在レて，それらが一^般均衡的な相互依存関係にあるという現実的な想定を含むモデルの測

:定と運転は不可能に近い。

このよラな困難にも拘らず，この極の分析の必耍庇は前述め通り高い。座< 業別に展11Hした新典

— -1 8 (^ 7 0 ) ■ -
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派的な-^般均衡分析を実!E分析のレペルで行なったi t 一の例は，D iew ert〔3 > である。D iew ertの

場合には，理論的に巧妙ではあるが，極めてきつい仮定を置くことによって非線型推計のトラプル 

，を0 避した。

との研複では，労働需要主体の均翁図式にはCobl)-Do呢 l a s 型の生産関数を， また労働供給主体 

の均衡図式にはBernoulli-1,aplace堕の効用関数を仮定することによって，経済分析が長い間経験 

.的に確かめてきた新古典派理論の基礎的用具をゆがめずに使用する。その結果，市場の-^般均衡モ

デ ル （均街方程式体系）は，複雑な非線型の連立方程式的体系i なって代数的にこれを解ぐことは不
. ‘ . .'

'可能となる。われわれは，一般的な ..steepest acsent m e th o dの一*つである’ KEO Pattern Search

'Method (岩田 . 黒田〔6〕）を用いてこの非線型連立方程式を解くことにした。この意味において，こ

こに示すモ デ ル は , 最も典型的な新古典派原理を，線型化せずにそまま実誕しようとしだもので 

.ふる。 ■

この種の産業別に展開した労働市場り一 般̂均衡モデルが突証されなかったもう一つの理由は，デ

一タのアベイラビリティでもった◊ どのようにモデルを単-純化しても，産業別 . 職種別.主体特性

，別の雇用，賛金の詳細なデータが必要である。データのアベイラビリティにあわせてホデルを縮退

-させれぱ，理論の機能が低下するぱかりでなく， これらのデムタの董耍性について社会的な法意を

:喚起することもできなくなる。われわれは， このような認識に立って,必要なデータは推計する努

力を試みた。労働統計の専門家からみれぱ不充分の点もある害である力';,大方の叱正を得て更に補 

えを重ねて行きたい。

i l . 3 資金格差分析としてのこの研究の意義

賞金格差の現象は, 経済理输一とりわけ雇用理論にとって頭痛のたねであった。賞金格差の,現

'象は，現実に歴然と存在する。にも拘らず，賃金格差現象を内生的に説明する理論的な試みは成功 

[していない0

新古典派的な雇用理論は，本質的に，一物一Mの法則（同質労働同一貧金の命題）の上に成り立っ

ている。賞金格差現象と一物一価の命題とを雨立させるために労働経済学が採用した方法は,熟練

'労 働 力 （skilled labor)と不熟練労働力（unskmed l&bor)を異質り¥ 働力とみなして,雨者は相互に

完全に独立な，非競争的な労働市場に属すると仮定する方法であっ た。 この非競争労働市場の仮走

は，新ホ典派的な原理を維持しながら, 全般的な（全産業‘ 全職種をカバーする）履用理論を展開す 

.るための便法である。 '

賞金格差は，実にさまざまな形態で存在してきた。男女別 • 年 別 ，学歴别 . 職種別•企業規模 

‘別 ♦産業別等，の賞金格差である。 日本では，これらの賃金格差の趙んどが顕在して多くの社会♦経 

:济問題を提起してきた。とりわけ，歴史的な背景として年功序列型の終身雇用制度が存在している

19(77；)
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ために，年齢別，学歴別の賃金格差が明瞭に存在した。また，I960年以前の経済発展段階で労働供.： 

給1Eカが弥い中で, 企業規模間の生産性格差が拡大したことを反映して, 视摸間賞金格差が明瞭に-

存在した。 .

経済発展途上国と呼ばれる諸® が, いまこのプロセスをたどりつつある。発展途上譜国の賃金格

差構造は，まだ統評的にはっきりと把えられていない点が多いが，産業間，職種間，規模間の格筆

は拡大しつつある。多くの発展途上国は単-^民族国家ではないので,人種間の貧金格差というもう

つの悩みを持っている。これに対してアメリカ，カナダに代表される先進諸国では,産業間の生

産性格差と職能別の労働組合運動の歴史を反映して産業間の賞金格差と職種間の賞金格差が明瞭に.

存在する。 : .

上記の日本の場合でも，低開発国, 先進国いずれの場合でも，一般に産藥間賃金格差は，デ-*タ-

の上で分解してみると，職種別賃金格差に分解される。各産業には固有の職独桃成があるからで 

る。日本のような場合には，さらに各産業の履用構造に固有の年齢別• 男女別，学歴別の構成があ. 

るために，産業間賞金格差は職種別♦年齢別，男女別 . 学歴別の格差構'造のIII許量として解釈する-,. 

ことが可能でる。 ，

上のような分解が可能であるということは, 前記の非競争労働市場の理論にとンて都合のよい^! 

とであゥた。非競争労働市場® 論の使法は, 必然的に, 質金格差構造を外生的に取り扱おうとする. 

から, 産業間賃金格差を詳しく分解してみたら，そこに年齢別格差がちったというのは，極めて都： 

合のよいことである。何故ならば，年齢別賞金格差は年功序列型の終身雇用制度に由来するものと 

して，完全に外生的な説明をすることが容易だからである。 ， ’

このように，産業別賞金格差を，側えば年齢別賃金格卷のようないわば本源的な格差要因にまで‘ 

完全に分解しつくすことができれば，それはそれで一つの完結した説明のi命理である。最終単位ま 

分解するという操作は, 元来，賴度の悪いプィクション（理論）を構成するよりもはるかにすぐ 

れた科学の方法である。賞金格差を外也的な事象として取り极う試みは, . 経済発展理論の分野でも,、 

資金分析の分野でもさまざま: 形で行なわれてきた。特に二部門経済発展理論のような，部門概念 

を含む経済理論では, 部門間賞金格差は部門問の相対価格に直結していて重要な役割を演じて、る 

のだが，：h記の现[inこよって外生的に取り极われてきすこ。例 え ぱ Jorgenson〔7 ) のモデルr 典型ぇ 

的にみられるように，各部門賞金率の相対格差率を所与とするアプロ""チがそれである。

しかしながら，部 門 問 （または産業間）賞金.格差は，部門問の労働力の移動の過種を説明する最も， 

基本toな要因である。と同時:に，労働力の部門問移動によって生ずる産業‘構造变化の過择で賃金格. 

差構造rバ本が変化する。それ故, 経済理論は，いつまでも資金.格墓外生の极いを続けることはでき- 

ない。 この研弗は， 賃金格養そのものが， 多部門（座業）労働市場の一般均衡論的相2：依存開係に、 

よってめ生的に決矩することを示した最初の試みとしての意味を持っている。 ,’

—— 20(172)

労働市場の-‘般均衡理論

2. 労働市場の定義

■ '2 .1 産業別，職種別•教言水準別労働市場の概念 ，

われわれの理論図式では，労働市場を次のように考えている。労働供給主休は，学歴別の平均労 

働者グループである（労働供給主体を「家計」と考えない特殊な理由については後述する)。一*方，労働需 

要主体は産業でもる（労働需要主体を「企業」と考えない特殊な理由については後述する)。.それ故労働供 

給主体は複数やあり, 労働需要主体も複数である。 しかも，不使なことに，労働養喪主体と労働供 

給主体は，全く異質の分類に従っているから，直接に対応はない。労働需要主体は産業分類に従う 

「産業J であり，労働供給主体は学歴分類に従うr平均労働者グループ」である。 しかも， 一 *つの 

労働供給主休から一つの労働需耍主体への就業は，多数のタイプの「職業」の形態をとる。どれは， 

労働供給主体をr個人J ではなく， r労働者グループJ と定義したことによって可能となった。も 

し労働供精主体を「個人J と定義していたら職業選択行動を理論の中にとり入れることが不可能と 

なって，産業別，職糖別労働市場の概念を構成することはできなかったであろう。かくして，われ.、 

われの労例rrlT場は，全産業からなる労働需要主体と学磨別労働者グループからなる労働供給主体と 

で構成され，‘これ等の問で成立する！!用 （就業) は，職業分類別の雇用の形態をとる。

2 . 2 労働需要主体の概念

以上のことを，労働需耍主体である「産業」についてもう少し詳しく解説しよう。労總需要主体 

の最適化行動の経済理論は，》■企業Jの単位を想定して展開されたミクロの理論である。ところが, 

われわれの分析目的は，すべての企 〔表 D 産業分類  V

業行動を個別に含むような労働市場 

，の一般均衡因式を描く-ことではな 

い。産業構造の変化とともに:生じた 

賞金，雇用構造の変化の性質を解明 

することが目的である。そこで，

「企業」の银計概念でぁる「産業」を 

労働需耍の最小単位と見なすことに 

したい。

米，，厂ーCiム来，ム、孤 ガ 飢 个 は 賈 盆 デ ー タ が ア ベ イ ラ プ ル で
こうすることには，幾つかの現実 ないので，- デルカ、ら制愛する。. ,

的なa u tiがある。企業の次元の分析は, 今のところ現実的にはかえって有効でない。填一•に企業の 

タ■Hii需要行動の観察を可能にする統計は,，部分的にしか存在しない。 第二に， もっと重要なこと

■—  21 (173)

基本産業分類（労調分類） 実行モデル産業分類

A 農 林 ， 水 産 業 A 農 - 林 業
B 鉱 業 B 鉱 架
C 建 設 業 C 建 設 業
D 製 造 業 D 製 造 業 ...
E 卸 * . 小 売 ，業 E 卸 . 小 売 . 業

1‘，.，..

F 金融保険.不動産業 F 金 融保険 不 動 産 業 \  ：；
G 運輸通信電気ガス水道壤 G 運輪通信電気ガス水道業

■ '-i

H サ ー ビ ；̂ 業
I 公 務 ， 分 類 不 明

m
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は，われわれの労働市場モデルは多部門経済モデルや産業連関モデルと連動することによって本来 

め 0 的を果たすべきものである。その為には，統一的な産業分類を採用する必要がある。第三に， 

肝心の® 用統評，質金統計は, はぽ標準産業分類に準抓した産業分類を採用している。

それにしても，本来企業の次元で想定されている利潤極大化，または費用極小化の生産者行動の， 

原理を，そのまま「産業」という猪針量概念の労働需耍行動の原理として採用するととは許される 

のであろう力、。それは，集計理論で言うところのtwo stage optimal aggregationの必耍十分条件 

が満たされた時にのみ許されることが証明されている。 われわれのモデルは， 後述のように， コ­

ブ， ダグラス型の生産関数を採用しているから，上記の two stage aggregation th eo r yの特殊な 

.ケースであるHomogeneous Funetkmal Separabilityの条件が満たされるケースに相当する。 それ，，,， 

故, 「企業」レベルで行なわれたのと同様の利潤極大イヒ（または費用極小化）が r産業J レベルでも 

，行なわれていると仮 定 す るこ とが許される（aggregation theoryのこの部分については , .'鳥居〔16〕,’ Green* 

〔5 〕を参照されたい)。

われわれの墓本産業分類は〔表 1 〕に示してある。基本産業分類は労働力調杳（総理府統H•局）の’ 

産業分類に一致させてある。実際の分析モデルを作成する段階で賞金統計のアペイラビリチィの都， 

合でわれわれの産業分類はd egenerateした。〔表 1 〕の右側のま行モデル産業分類がそれである。 

結局，われわれの実行モデルでは，水産業，サービス業，公務 . 分類不明等の産業を含まない労働* 

市場を想定したことになる。これらの割愛した産業のうち，サービス業，公務の二者は労働市場に. 

おいて極めて大きなゥ:Cイトを占めており，かつ経済発展の進行につれてますます重要度を増す部 

門である。特にサービス業は, 他の産業からの労働力のシフト力' ; ,現に激化している産業であって》■. 

この部門との相互依存関係を含まない労働市場モデルは，その結論にかなりのバイアスを含む危険 

があることを淨:知しなければならない。サービス業の雇用• 賞金統計の体系的整備,が必要である。

. I

2 . 3 労働供絵主体と職種別労働供給の概念

労働供給の主休を「個人J ではなく「家計」とみることが必要であることは，ダグラス• 有沢の. 

法則としてよく知られている（Douglas〔 4 ：) , 有沢〔1〕)。その後この法則は，小尾 .〔1 0 1 尾崎〔11〕,.. 

Long C93. R o sse t〔13〕，鳥 居 〔14〕 等によって追試されて,家計主体均衡理論の中に定着した

(小尾〔10〕，Christensen〔2〕）。

しかしながら，家計の労働供給行動に関する統計は労働市場の軸®別就業全体を力バーする形で 

は整備されていない。そのために，後述のように，家計所得の効果を特殊な指標で代用するといラ’ 

手続ぎを用いることによって，「家の次元で分析を進めることを避ける。

「家計」の次元での分析を避けをi いっても，「個人J の次元の就業を考えるのではない。もし個人 

の次元の就業行動を考えれば，それは-^つの職極， つの座業と対;K してしまって, そのようなSk  

- •—— 22 {174) —— ■

■ 労働市あの一般均衡理論

論設定からは職種別就業構造の概念は生れてこない。産業別•職種別，学歴別産業構造を解明するこ 

とがわれわれの目的でもる。 こ の 目的に沿う為には，学歴別の個人グループを一 つ の 労働供給主体 

とみて，そのグループの全体の労働供給時間を各種の職業への就業に配分すると想定するのがよい。

この場合，問題がニつもる。第一に，個!人はたは家計）について想定される合理的行動（効;H極大 

化行動) の原理を，この集計量概念にも適用してよいかとい.う問題である。この染計問題は，われわ, 

れの場合，前節の生産者均衡の集計問題とアナロガ ス である。われわれのモデルでは，Bemoul]i- 

Lap.lace型の効用関数を仮定している。それ故，讓計现論でいうところのHomogeneous Functional 

S ep arab ilityの条件が成立するから，上記の集計概念について，効用極大化行動を仮定することが 

許容される。

第二に，上記の理論設定では, 学歴別労働供給主体グループのサイズ（総労働者数）を，このモデ 

ル に 内生化することはできない。労働力人口の学歴構造は，ゆるやかにではるが経済発展ととも . 

に変わる。 しかし，このモデルでは外生変数として极わなければならない。

〔ま 2:!学歴別労働供給グループの分類

甚 本 分 類 ， 実 行 モ デ ル 分 類

I 高等教育 (旧高専- . 新大学） 

n 高 - 中 教 と IDの混合） 

f f l 中等教育 (旧中学，新高校） 

I V 中 ，初教育 (m とVの混合） 

V 初 等 教 育 （旧高小.新中学 

以下）

I 事 務 . 販売サービス従事 

者程度の教言 

n それ以下の教育

〔表 3} 職業分類

われわれの学歴別労働供絵グル-  

プの基本分類は，〔表 幻 に 示 す 。

〔表のの左側の基本分類は，5 階層 

の学雁分類を想定している。 I 高等 

教育， itl中等教育V V初等教爱は具 

体的なので理解しやすいと思うが, 

n  ( I とmの混合）や IV (IDとVの混合）

は理解しにく V、概念である。これは，

われわれのタタ働供給主体が個人では 

なくて，個人の策回を想定している 

ために必要な概念である。例えぱn  

( I とm の混合）というのは，同じ効 

関数を持つ労働供給主体グループ 

であって，その学歴構成は高等教ぜ 

の者と中等教育の者が混在して、る 

グループである。グループI V につ 

いても同様に理解すれぱよい。

実際には，これらの学歴別の雇用，賞金統f i •を得ることはできない。そこで，実行モデルでは， 

〔表 2 〕右欄のような学歴训労働供給主体の分類を採用した。

このように•定義した労働供給主休グループからの労働供給は，〔表 3〕に示すような職業の形旗

—— 23(176) ■—

基本分類（労調分顔） 実行モデル‘分類

1 専門的•技術的職業従者 1 事務従患者

2 管理的職業従卒者- 2 販売サービス従事者

3 事務職業従事者 3 農林作業従事者

4 贩壳従事者 4 採石，採鉱作業者

5 農林作業者 5 運輸通信従i|F者
6 採石，採鉱作業者 6 技能エ* i|i純労働者

7 述輸通信従= ポ者

8 技能工作業.生産エ糧作業

.者 „ J -

9 単純労働者

1 0 サービス職業従事者

園
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をとる。換言すれば，次章以下で述べるように，各労働供給主体は，これらの職業への労働時間の 

配分を通じて，効用極大化をはかっていると仮定する。

〔表 3: ! の職業分類も，実行モデルの段階で多少の觸退を余儀なくされた。基本分類の 1 (専門的 

技術的職業）と 2 (管理的職業）は，次章で後述するように，労働供給関数の測定が困難であったため 

^ モデルから除外した。基本分類の8 (技能エ生産工程作業者）と9 (車純労働者) は一括して， 実行モ 

デル分類の6 (技能エ，単純労働者）とした。また基本分類の4 (販売従事者) と 10 (V —ビス職業従3|¥者） 

は一括して，実行モデル分類の2 (販売サービス従事者）とした。

3 . 労 働 需 要

3 .1 産業別，赚種別労働需宴

第 2 享で述べたように，労働需要の主体は「産業」である。産業 は 〔爱 1〕で示したA (農林業)' 

からG (運輸通信電気ガス水道業) までの7 産業である。以下の論述では，産業のコードは〔表 1〕の 

右欄のA 〜G のコードを用いる。

各産業が需要する労働は職種別に分類される。職種分類は〔表 3〕に示した1 (事務従ぎ者）から 6 

<技能エ単純労働者）までの6 職種である。以下の論述では〔表 3〕右欄の職種分類コード1 〜 6 を使 

用する。

産業によって需耍する職種はまちまちである。各産業が需要する職種を.確かめるために,労働力 

調査報告 (昭和45年) から産業 • 職業の組合わせ状況をみたのが〔表 4〕である。

〔ま 4：) 労働力調查でみた産業職業の組合わせ状況 

(昭和45年労働力調査報告）

\ 管 事 販 農 採 運 作技 単 サ .\\
m

業

門
的
技 ‘

-理
務 売 林 石

採

輸

通

業能
ェ 純

1
ゼ

産

術
的
職
菜

trj
職

職 作
漁

作
鉱

作

信

作

生
産
エ

労

\ 業 業 業 業 業 業 程 働 業

農林•水産業 834

鉱 業 10

m 設 業 37 263 53

製 造 業 44 168 47 995 61

卸 •小鬼 業 151 555 23 123

金 融保 険 na QC：

不 動お 業
/ひ Oi>

連
m I . M 97 151 46

サ 一 ビ ス 業 243 130 114 189
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〔表 5〕 突行モデル分類による産業別就業狀況

(昭 侧 5⑥ (in位万人）

\ \ \

1
事
務
従
m
者

2
販

サ
従 J
事ビ
者ス

3
農
林
作

従業
m
者

4
採
石
採

作鉱
業
者

5 
運 
輸 
通 

従信 
事 
者

6
技
能

純エ
労
働
者

A 農 林 業 842
f i 鉱 ' 業 2 10 3
C 建 設 . 業 【39 316
D 製 造 業 168 > 1056
E 卸 . 小 売 業 151 678
F 金融保険不動j t 業 76 35
G 運輸通信電’ガ♦水道1 97 1 151 77

〔ぎ 4〕は，'総理府統計局， 昭和 

45年労働力調查報，第15表 T産業 •

従業上の地位• 職業別就業者数j を 

もとにして，10, 000人未満のモルを 

ゼロとみなす方針で作成したもので 

ある。

〔表 4〕を実行モデル分類のペー 

スにあわせて昭和39年〜46年の 8 力 

年についてぽま計した。この作業に 

は複雑な推計作業を必要としたが，

詳細は鳥居，山崎 * 水 谷 〔1? ) にゆ 

ずる。 ここでは昭禾口45年に関する"9̂

マリーを〔表 5〕に掲げる。

〔表 5〕をさらに要約すると，わ ..

れ■われの実行モデルでは，産業A 〜

Gが需要する労働力の職種タイプは 

〔表 6〕のようになる。

3 . 2 産業別•載種別労働需要の 

主体均衡

産業おの労働需要は〔まの の よ  ，

うな職種について発生することが確認された。/ 各産業は〔表 6〕に示した各種の職種別労働力と資

本を'投入することによって生産を行なう。 これらの|5^ ^ \と産出との間の関係は，産業別生産関数で 

記述できる。

〔表 6〕 産業別労働需要

産 業

A (M 林 業)

B (鉱 業)

C 湖 .設 業)
D (製 造 業)
E 御 小売 業)

F
、不

融保 
動産

m\
業)

G (l.fM)

職 m

3 (農林業従事者）

1 (事務)，4 (採石採被)，6 ( I i H  J )  

I (事務) , 6 (技能エ単純労働）

1 (事務) ， 6 (技能エ単純労働）

1 (事務) . 2 (販売サービス）

1 (事務）， 2 (販売サービス） 

i ( W ) .  5 園), (I純I働i)

産業別生雍閲孰 

A 農 林  

B 鉱

C 建 設  

D 製 造  

E 卸 • 小 ， 売

業 QA=CtoL3"KA ゎ

業 Qd ニ も

Qff= aoLî 'Lâ K̂F**

2A(176)

F 金融保険不励産業 

G 運輸通信til気，ガス.水 道 業 Qo ニ 广KG*̂■

25(i77) —

…(3.1.1) 

-(3 .L 2)  

‘•(3.1.3) 

..(3.1.4) 

•■(3,1.5) 

••(3,1.6) 

(3 ‘ 1.7)
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た だ し Qa〜Q g は産業A 〜G の産業別実質付加価値，L i〜:U は職種タイプ 1 〜6 の職種別タ 

働，K a〜K g は各産業の资本ストツクをあらわし tto〜》6 および b o ,lhはパラメターでもる。

これらの産業別生産関数のうち，欽業 . 建設業 . 敷造業の3 産業については，技術進歩を仮定す 

る。他の産業については，技術進歩を仮定しない。これらの恣意的な仮定は,実際にモデルを測定 

する際に fltness:の良好なものを選ぶ過程で結果的に決まったことであって， ア‘プリオリな思い込 

みに基づくものではない。

各産業は産業別生産関数を与件として最適化行励を行なっていると仮足する。われわれのモデル 

では，費用極小化仮定を採用する。利潤極大化ではなく費用極小化の仮定をとったのは， つには 

産業別資本ストック（Ka〜Kg) が労働需要関数の説明変数として陽表的に登場するのを避けるため 

で あ る （ただしもし 'j£産関数をC E S型で特定化すると，費用極小化仮説の下でも資本ストックのタームは, 

モデルの中に陽表的に残ってしまう。この点については，鳥居 . 山崎 . 水谷〔1 7 )を参照されたい）。 費用極 

小化仮定を採用したより重要なもう一つの理由は，産業別主体均衡図式から導出する産*別労働霄 

要関数に産業別付加価値を登場させて，他のよりトータルな産業部門別の経済モデルとの連動をは 

かるためである。

産業ごとに，生産関数を与件として費用極小化を行なうことによって，当該産業の職種別労働需  ̂

要を導出する過程を， G産 業 （運輸通信電気ガス水道業）について例示しよう。

産業別，職業別労働需要の主体均衡の基本型

(例） a 産業の場合 ■

Qg —ftoLi '̂Ls" Lê ^̂ Kc*'

C ニ w，L，+ W5L5+ ?̂̂山6+ •rKo

<C =  +  W5L 5 +  WsLe +  ̂ Kg— メ（Qg — C&oL，°，L5a5L  广 Kg* ウ
\

I み1謝i_Y 'ひ 1̂ 5 YY ろ1̂ 6 y y  as?’ Nq
â r ) V a,r / \ a,r ) U ' m  斤

3L,

d Z

■=^0

d U  

a £  一

0

'.(3 ,2 .1 )  

•‘ (3.2. 2) 

••(3.2. 3)

..(3 .2 . 4) 

••(3. 2. 5)

(3. 2. 6)I ル ：0 L6 ニ

(3. 2 .1 )はG産業の生産関数，(3. 2. 2 )はG産業の費用方程式'である。費用方程式に登場するt^，, Ws, 

w . は職糧 1, 5,  6 の賞金率である。7 *は資本の価格（利子率〉である。（3 .2 .1 )を制約条件式として, 

(3. 2. 2 ) を極小化する乎続きは，ほ 2. 3 ) に示すように， ラグランジアン未定常数を用いて関数£  

を最小化す：5ザ続きに等しい。その結果（3.2.4), (3.2.5), ( 3 .2 .6 )の 3 本の職種別労働需要関数が 

導出される。 .

26(r/8)
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3 . 3 測定の単位とデ一夕加工

われわれのモデルでは，2 . 3 節で述べたように, 労働供給主体の摩位を特定の学歴構成を持ち, 

かつ同じ効用関数を持つ労働者の集回と考えていて,それらの集邸が効用を極大にするように労働 

時間を配分すると考えている（詳しくは次享で述べる)。 従って，われわれのモデルでは雇用量を年『勘 

労働時間，賞金率を時間当り賞金（円/ 時）で測定する。

産業別，職種別年間労働時間の時系列データ‘はない。そこで，労働力調査と毎月勤労統I■十をペー- 

ス に推計を行なっテこ。推計作業は庞大な作業であって，作業プロセスの詳細だけでも大部にわたる 

ので省略する。詳しくは，鳥居，山崎，水 谷 〔17〕を参照されたい。

産業別 *職種別時間当り賞金のn#系列デ一タも原大な推計を必要とした。賃金センサスの詳細な' 

個別賃金データをベースにして，われわれの産業，職業分類に对する賞金率を積算した。後で，

猪 4. 3 0 の 〔表14〕に示す職種別賞金率がわれわれのIfi計した貧金率である。賃金率の推計方法の， 

詳細も大部にわたるので〔17〕にゆずる。

資本の価格は全国銀行平均約定金利をもってデータとした。産業によ0 て平均約定を利は異なろ， 

に違いない。 しかしながら，その-種のデータはプぺイラプルでない。

産 業 別 実 質 忖 加 価 値 は ，経済企画庁, マクロ，モデル(経済審議会第4 次計量委員会モデル)’ 

が採用している数値を採用した。

3 . 4 産業別•職種別労働需要関数の計測

ま業別，職種別労働需要関数は，構造方程式を測定せずに，主体均衡モデルの誘導型である需要 

関数を直接に計測する方法をとった。，計測結果は，下記の通りである。なお，計測期間は各産業と 

も昭和39〜46年の8 年間である。 

k  (農林業）

3 . (農林作業従事者） La3=49053. 508Ya"-**°«W3-
(1.67) (0. 80) (3.05) (0. 34)

—0.557^^—0.108

B (鉱 業 )

1. m 務）

R=*=0. 9764 D. W. =2 . 7629

Lu■ 二  5626169700000Yb-2."3训  r  し "*w / ‘5"w67.，®7
(6, 78) (4. 81)(0 .85)(1 .83) (4.74)

rr '^  '^'EXPC-O. 562t)
(3.45) (2.11)

IV ニ 0.9711 a w .  =3. 2804
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G (運輸通信電気ガス水道業)

1 . (事 . 務） Lg, ニ 24735.803Yg。.け®wir*'.な® ゥ.2 如ゲが‘
(5.18) (2. 35) (0. 63) (0. 91)(1.12) (2. 00)

R2 と0.9798 D. W. ニ 3. 4513
5 . (運 ’輸 通 信 ） Lg^19995.389Y(s°.3°5WiO*0"W5、®"w«0.762^‘ 0."1

(1.16) (4. 48) (0.14) (4. 03) (7. 00) (0.98)

R"=0. 9919 D. W. =3.6603

6 . (技能ェ単純労働者） Lce = 21585. ザ ."®
(2. 73) (2. 74) (2. 25) (0. 28) (2. 72)(1.35)

E2 ニ 0.9864 D. W. ニ 3. 3117

4 . 労 働 供 給

〔表の教ま水準分類と職種分類の対応

4 .1 労働供給主体の定義 •

われわれのモデルでは，労働供給主体は特殊な分類による学歴グループである。すでに2. 3 節の: 

〔表 2〕に開連して説明したように，基本学歴分類に対応する履用，賞金統計は殆んどアベイラプ 

ルでない。唯一の例外は，『労働力調査報告』の中の「職業および教育程度別有業者数」でちる。こ 

れによってみると，われわれの基本学歴分類は，かなり明瞭に職種分類と対応していることがわか 

る。そこで, すでに〔表 2〕右欄に/ました実行分類を採用する。実行モデル学歴分類は，正確には 

学歴分類というよりは，特定の職種の就業者に画有の教育水準のコ ン プ レ ッ ク ス （混合状況）を示 

していると解釈する方がよい。

奨行学歴分類と職® 分 と の 対 応 は 〔表 7；) のよ 

うになる。

教言水準I ,  n の 二 つ の グループが労働供 給 の 主 

体である。 二 つ の 労働供給主体は一定の労働者数 

変，外生）からなっている。’ま際の測定に隙して 

は関連データ（たとえぱ総労働時間）は当該グループ 

の労働者数で割って*■一人当り」の数値として使用 

するから，一種の「平均人J の概念になっている。 I ,  II二 つ の 平均人主体は，それぞれ固有の効 

用関数を持ち，主体 I は職種1 および2 への労働供給時間の配分を通じて効用を極太化する。また 

主体n は，職 種 3 ,も 5, 6 へ の 労働供給を通じて効用を極大化すると仮定する。,

学歴分類 職 種 分 類

教 育 水 準 I
1. 事務従事者

2. 販売サービス従事者

教 ^r水 準 n

3. 農林作業従事者

4 . 採鉱採石従事:者

5. 運輸通信作業従事者

6. 技能ェ単純労働者

4 . 2 労働供給の主体均衡

労働供主体の効用関数（余暇*支出選好関数）を， ( 4 .1 )式のようにストーン型，(Bernoulli Laplace,

—— 29 ( m ) ——
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4 , '(採 鉱 採 石 )
(6. 06) (3, 36)(1.53) (0. 32) (2. 79)

ゲパ. " m P ( - 0 .  601t)
(1.72) (2. 34)

R2 ニ 0. 979595 D. W. ニ 3. 2786

4 . (技能ェ単純労働） Lb. 15143890000Yb-l"2w,し？"
(0. 98) (0. 66) (0. 21)(0. 41)(0. 33)

r?)-2.®02EXP(—0 . 156t)
(0. 12)

R2 ニ 0. 4167

(0. 11) 

D. W. :3. 2747

C …(建設業） 

■1. (事 務） Lg, ニ 4510, 9362Yc- が.5"EXP(0. 281t)
(2. 0 6 ) ( 1 . 7 0 )  (0. 44) (0. 63) (0. 45) 

R2 ニ 0.8254 D. W. - 2 .  6342

(1.06)

’• 6 . (技能:!:単純労働者） Lc,ニ58825. 928Yo。。。̂!̂ ，- 。-の .539^y.6.3gXP(0. 176t)
(5. 72) (2. 68) (0.78) (0.72) (0.39)

R 2=0.9775 D. W. = 2 . 4906

(1.41)

D (製造業） 

1 , (事 務） U >ニ222693. lOOt)
(8. 72) (5. 83) (0. 55) (0. 86) (0. 58) (0. 91)

R^=0. 9912 ‘ D. W. =2 . 8727

' 2 . (技能ェ単純労働者） Lm ニ 108196. 179Yd*̂ -̂ '®w,- 093t)

E (卸 * 小売業）

1 . ( ， 務）

(9. 45) (4. 44) (0. 76) (0. 73) (0. 29)

R2 ニ 0.9894 D‘ W. ニ 2. 6173

Lb■ニ 1018. し20Vが."4
(4. 7 9 ) (1 .3 6 )  (0. 83) (2. 33) (2. 07) 

贷2 ニ 0.9930 D .W . ニ 2 .1931

0). 97)

2 . (販売サ ー ビ ス ） Lfi: ニ 403615.
(6. 33) (2. 27) (0. 43) (0. 29)(1.41)

R2 ニ a  9878 D. W. ニ 2. 6889

F  (金融昧險不励商業）

(事 務）

2 . (販売サービス）

L f , -4 0 9 7 2 .
(8. 02) (0. 08)(1.05) (0. 62) (0, 26)

R2 ニ  0 .9442 D .W . ニ  2. 5246

L ド 厂 930087* 54Yパ .®®®Wiし デ ?
(12. 72) (2. 55) (2, 81)(0. 24) (4. 07)

IV =  0.9542 D .W . ニ  2. 6379

—— 28(180) ——
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ty p e )で特定化する。このタイプの効用開数を用いた場合， expansion p a s sが相対'価‘格と独立に - 

定の勾配を持つために, 需要関数は所得，価格の一次関数となって, 扱い易い所得•消費スヶジュ 

一ルが導出できることが知られている。

また（4 . 1 )式のように，ストーン型の効用関数の独特の用具である拘束購入量のタームを導入す 

ることによって，労働供給時間と余暇時間との取り扱いを現実的かつ容易にした。このことは,モ 

デルの展開の中で説明する。

. 以 下 ， 主 体 グ ル ー プ I を 例 に と っ て ， 労 働 供 給 の 主 体 均 衡 モ デ ル を 示 す 。 ’

こ の 主 体 グ ル ー プ は （4 , 1 ) 式 の 余 瑕 • 支 出 選 好 関 数 を 持 つ と 仮 定 .す る 。

/ I  U! ニ 7 7(デ K-Ciが!，'（e i - L i )ゴ，（02—L2)も . . . . . .（4.1)

. ，こ の グ ル ー プ の 収 支 均 等 の 制 約 条 件 は （4. 2 ) 式 で 示 さ れ る 。

! ■ 2  (7<ri,~Vi +  WiLi+W2L2  Oi. 2 ) . . .

<4. 2 ) 式 の 制 的 条 件 式 の 下 で （4 . 1 ) 式 を 最 大 化 す る 。 ま 際 に は （4 . 1 ) 式 を （4. 3) 式 の よ う に 対 数 変  

换 し ， か つ パ ラ メ タ 一 に つ い て 一 次 同 次 の 仮 定 を 設 け > る。 .

log  Ui =  I ]  bi log (r,— c.) +  も l o g ( e i - L i ) +  も log  (も一Lz) ....... (4. 3)

XI 6i+c?i+(/z =  l  …… (4. 4)

ラ グ ラ ン ジ 未 定 係 数 を 用 い て 改 め て 効 用 極 大 問 題 を 書 け ぱ ， ( 4 . 5 ) 式 の 極 大 化 問 題 に 一 致 す る 。

■Cニ .XI 6.1og(rt—Cf) +c?ilog(ei—Lt) + も loダ (e :—La)

一 9irf—V j—WiLi—W2Lz) ….‘‘（4. 5)

，極大化のためのKim T akk er条件は次のようになる。

(ぶ ニ 1 . 71} ……(4.6)

ニ ■ ^ 7 ^ + ル ，ニ。 ， …，，‘(4.7)
' - ： '

. "M：： ニ ';̂ ;ニ ! ：；+ 挪 = 0  … (4.め

(4. 6 )〜 （4. 8) 式 を 整 理 し て  ! .

ニ り ('i =  l , ……め  (4.9)

LM==e，一了";^  (4/10)

" 1/ 2=62- - ....... (4.11)

イ4 .9 )〜 ( 4 .1 1 )式 を (4. 2 ) 式 に 代 入 し て に つ い て とくと

"— 3 0 —
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. Yt+Wiei+Wzet — '̂ q̂iCi . ‘ . x-̂
' 一" ~  Vi+W iei+W zez—2]^iCi .......(4.12)

( 4 .1 2 )式 を （4.10), ( 4 .1 1 )式へ代入して（4.13), ( 4 .1 4 )式を得る。

Li =  e ,—'^ (V ,+ W ie i+ W 2e2—2  9,c.) ...... (4. 13)

=  — ‘.....(4.14)

(4.13), ( 4 .1 4 )式は，職種1 および2 の労働供給スケジュールになっている。このモデル力、ら拘 

来購入量e,•を消去するために，次の特殊な仮定を置く。

*Wi/i+"UJ2/ 3 =  — ‘ (4.15)

e^=ex—fx  .（4.16〉

6 2 = 6 2 - / 2  .......(4.17)

( 4 ,1 5 )式は，f 、, / 2 が拘束購A 量を得るために働らかなけれぱならない時間に相当していること 

を示している。（4,16), ( 4 .1 7 )式は，0-1，もを拘束購入量を獲得するための労働時間を含んだ意味 

の最大労働供給可能時間と定義していることになる(ei.e zは後述の方法で推計する。f u f i はパラメタ 

一として計測すろh

(4.15)〜( 4 .1 7 )式を，（4.13), ( 4 ,1 4 )式に代入する。

=  +  +   (4.18)

わ一 L 2 ニy'a+ '^C V 'i+w iら+ 1̂ 2 わ） .......... (4.19)

(4.18), ( 4 .1 9 )式の左辺は労働供給可能時間から労働供給時間を引いた,余暇関数の形をとっては 

:いるが，これをL i , U について整理しさえすれぱまちに労働供給関数となる。

以 上 の 展 開 は ， 第 I 労 働 供 給 主 体 グ ル ー プ に つ い て 行 な っ た も の で あ る 。 こ れ と 同 様 の 手 統 き , を  

主 体 グ ル ー プ n に つ い て も 行 な え ぱ , さ ら に ネ ー L 3 , C i - U ,  e s - L s ,  e e - L s の 各 職 糧 別 ス ケ ジ ュ  

一ル が 導 出 で き る 。 こ の よ う に し て 導 出 し た 余 暇 関 数 を 整 理 し て 示 せ ば ， 次 の よ う に な る 。

余 暇 ス ケ ジ ュ  ーノヒ

事務従事者 . — f ) + - ^ ( V i  +  Wiej +  w；2e2) …...(4.20)

2 . 販売サT  ビ ス 従 事 者 も 一 Ij2ニ/ 2+  -；̂ ( V ：i +  Wiも+W2ひ  ••••••(4, 21)

3. 農林作業従事者 e3—LJ ~ / 3  II +  3 +  Wi64 +  W505 +  Weee) ........(4. 22) ■

4. 採石採鉱従事者 も- Laニ/ +  も+  W4ゎ+ 1 0 5ら+  «；6が ……(4. 23)

5. 運輸通信従事者 & — L6 =  /s+~^f**(Vn+'W>3&+'M^g4+W5& +  W6^ ......氣 2#
レ

■6. 技能エ単純労働者 e6*-L« =  / e - 1 - ( Vn +  w^e3 +  4+ 5+ w^e«) •••••• (4. 250

 31(JS3) "—"•
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(4. 2 0 )〜（4 . 2 5 )式の金暇スケジュールを，L i〜L<^の職種別労働時間について整理する。さらに， 

各主体グループの総労働者数（ANi, Al'Ju)を乗じて，平均人の労働供給時間の概念から労働市場全 

体の総、労働時間の次元に戻したもの力' ; , (4. 2 6 )〜 (4. 31) 式の職種別労働供給スケジュ一ルである。 

職種別労働供給スケジュール 

し事務従事者

ん1 ニ{も一/ ，一ん(V :+ it；iも+W2ぬ /"Mh} X A N i 

販売サービス従事者

Z/2 ~  {^2 一  f  2 一  0?2 (V I  "^WlB  1 H~ Wi& 2) IIV2} X  A N I

農林作業従事者

In ニ {03 — f i —ds (Vn +W36 3 +  WiBi +  Wse s+w^e^) /W3] X ANn 

採鉱採石従事者 

LA =  {ei— f  i ~ d i ( ¥ 1 1 + ^ 3 8 3  +  W40 4 +  Wses +  WeSe)Iwi] X ANn

運輸通信従事者 ■ ' ■,

んsニ {も一/ 5—も(Vii-i-Wses+Wiei-\-WsCs+w^es)Iw^} x A N u

技能エ単純労働者 .

ニ {も 一 / 6—も （V!I +  W303 + tOie4 +  Wse5 +  mes)  /wej X ANn ■••

以上の労働供給主休均衡図式で用いた主な記号は〔表 8〕の如くである。

〔表 8〕 第 4 享 の 記 号

2.

3.

(4. 26)

(4. 27)

(4. 28)

5.

6.

(4. 29)

(4. 30)

(4. 31)

Tki A:ニ I, II i  =  l - .....Ji) 教言水準fcの平均労働者の< fit購入量

Oki k=l, II 1 ニ  L...... 11) ■ 教 水 準 h の平均労働者のi 財拘束購入量

CU i  =  l ..... ■n) i 財の価格

U J 一1-.-，. 6) ；/ 職種への平均労働者の労働供給時間

Li 3 1….. 6) ：?‘職種ぺの総労働供給時間

j - l ..... 6) 3 職糖に関する物理的労働供給可能時間

f i プ‘一1.….•6) 0 職®に関する拘束購入の為の労働時間

わ i - 1 ….• 6) 3 職種に関する最大労働供給可能時間（む+ / ゴ)
Wj J ニ！….‘.•6) J 職種の晚間当り賞金率

Vk も=1,11) 教育水準A：の平均労働者の非資金所得. .
ANt A: ニ I, II) 教育水準k の労働者の数

4 . 3 測定の単位とデ一夕

しki (教育水準別，職種別觸1IU人当り労働時問）は，教育水準グループ I, I I それぞれについて平均"

労働者を想定して，そのように想定した平均労働者が1 年問に何時間どの職種ぺ労働供給するが，
/

，—— 32(184) — 一 .
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という概念でることはすセに述べた。この概念に対応する統計はない。次の方式で推計をした:

. (職種' の年問総労働時間）リ （職種J の総労働者数） 
k，-  ( M i の総労働者数;i—~  l ir育水準Aの労働者数) —

との年間労働時間\ 
\ 救言水準*あ旁s ^ -ノ

H
V

この‘推計作業は，上の式の各項目を推計るす作業から始まる隙大な作業であったので省略する。 

詳 細 は 〔17〕を参照されたい。推計結果だけを要約すると，職種別年間総労働時間は〔表 9〕に, 

職種別労働者数は〔表 10〕に，また教育水̂準別労働者数は〔表 11〕に示す如くで、ある。

〔表 9〕 職種別年間総労働時間
\ 職

1 2 3 4 5

年 \ 事 務 販 ，サ M  , 林 採 级 運 .通 技能.単純
39 1006810 1386833 1759694 47801 252126 276362440 1042414 1388429 1692733 42701 279551 273040441 1064313 1450507 1648441 41344 297812 ' 290918142 1098233 1577302 1601197 29351 299614 314723743 1107610 1626380 1678282 31396 316062 317541344 1107356 1619347 1503158 26993 320563 322082345 1162481 1603179 1391703 22353 330165 328096546 1181624 1636421 1269946 21714 343566 3241165

〔表 1の職種別労働者数
\ 職  
\種 1 2 3 4 5 6

年 \ 事 務 贩 ， サ 農 林 採 鉱 連 ，通 按 . 単

39 , 4 5 2 592 1197 2 1 115 1171
40 466 601 1154 , 1 9 1 2 2 119241 482 625 1114 18 131 124242 498 682 965 13 132 134543 500 703 934 14 141 136244 510 710 899 1 2 146 140445 533 713 842 1 0 151 145146 550 731 768 1 0 157 , 1 4 4 8

〔表 9 ) , 〔表 10〕，〔表 11〕の推計デ*-タを用いて，；U メ（教W水準別♦職種別年間1人当り労時間〉 

を算出した結果は〔表 12〕のようになホ。 ’

33(i55)
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〔表 ,12〕 職®別 1人当り労働時間 (傘位：時間）

¥ AN, AN，，

39 1044 2504

40 1067 2487

41 1107 2505

42 1180 2455

43 1203 2451

： 44 1 2 2 0 2461

45 1246 2454

46 . 1281 2383

S:

事 務 服 • サ

1328
1301
1311
1337
1351
1328
1278
1278

S3

m 林

■
咖§

咖咖

§
術
§

S4

採 鉱

18
18
16
11

13
11

9
9

S,

運，通

101

112

118
123
130
130
136
144

Ss

技 ，単

1104 
1118 
1162 
1282 
1296 
1308 
1336 
1361

V,, V ,1,教肯ンキカりのヨ，'-貝妮nけ サ iMiゾ:   --------

いて推計!:̂ た。全国消費ま態調査からVw V „ を淮計するすこめに用いた定義は下記の如くでちる。 

fみのfit).の寧収入）+ (保険取金）+ (その他） 1 0 月

蘇 FW巧巧勁動者数）

(■=̂の他実収入）+ (保險取金）+ (有価証券売却）+ (その他の財産売却) X 12'力月 
 一  一( T B i -当り平均労働者数)

(その他実収入）+ (保険取金）+ (有価証券売却）+ (住宅. 土地売却）+ (そのJ ii_  X 12力月 
__ 一 （1家計当り平均労働者数）

上記,の 3 時点のデ一タを職種別に観測して，中間年時につ、、てはトレンドで補問推計レた結果が
■ • ' - .

S. 34ギ V

;S. 39年 V

S. 44年 V

=c表 13〕である。

.〔表 13〕 教育水準別平均労御J 
者の非賃金所得 

(車位円/ 年）

Vii

〔表 14〕 脇種別賃金率 (堆位円/ 時間）

年 V,

39 29464

40 28985

41 29978

42 30971

43 31964

44 32221

； 45 33951

46 34944

47 35936

48 36930

49 37923

50 38916

19312
20335
21369
22380
23403
24425
25448
26471
27493

1 2 3 4 5 6

架
事 務 販，サ M 林 採 鉱 運 • 通 技 ，'単

39 133 103 102 145 2 0 0 135

40 146 1 1 0 1 2 2 171 209 162

41 159 117 141 181 231 179

42 178 129 m 181 254 195

43 2 1 1 161 172 228 300 235

44 241 178 185 276 347 263

45 291 228 191 332 411 312

46 345 266 191 374 449 352

W,-(職@別時問当り貨金）は， 今回の推計作業の4 >で最も度大な作業 

であった。饱举に要約して@えは*®金センサスめ個別賞金を労働時間

I - I I . で加重平均する作業ではあるが,実際の作業過程でゆさまざまめ障害

があ0 た。この作業の群細については〔17〕を參照されたい。推計した職種別時間当り賃金は〔̂ 1 4 〕

34(186)
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.も （職種別の最大労働供給可能時問）は，われわれのモデルに固有の概念であるから，これに対応す 

るデータはない。も のデ一タは次の算出手順で推計した。

( i ) 平均労働者の（職®別に配分する前の）最大労働供給時間合計を，年問 3120時間とする。 3120 

時間とうのは， 1 日10時問，週 6 日，年問 5 2週間として計算した値である。

( i i ) 教育水準 I,.1 1 グループそれぞれについて，グループ内の職種別労働者数のウ:nイト（構成比) 

を各 ]̂1について計算する。ベースとなる職® 別労働者数とは，〔表，10〕の推計データである，

ホi i ) 〔表 12〕の職:®別 1 人当り年間労働時間を積み上げて，教ま水準グループI, I I 別の 1 人当 

り年間労働時問を, . 各年について算出する。 ‘

イVi} (Ui)の教育水準グループ別1 人当り年間労働時間に(ii)のウェイトを掛ける。.この操作は，教肯 

水準グループI, I I をそれぞれ一 つ の 労働供給主体とみたてた時，主体グループの年間総労働 

.時間を労働者数ウ:nイトで按分したものに相当する。換 S すれぱ，II種間で1 人当りの労働時 

間は共通であると仮定していることになる。

(v) {iv》の各年の値（39律〜46年）の中から最大のものを選んで構成比を算出する。

(vi) (i)の結果（3120時間）に （V )の比率を投ける。この手続きは，年 間 3 1 2 0時問働くことができ 

る平均労働者について，そ の 3 1 2 0時問の使途を，{ii}〜(V)の比率を用いてほぼ現状に近い構成 

比で比率配分して最大労働供給時間を仮定したことを意味する。

以上の方法で推計したらは〔ま

15〕の如くである。 このような方 

法でも. を推計した結果，eYは時系 

列的に一定と仮定したことになっ 

た。実際にはらの合評（3120時間/  

年）が鹿史的に縮小していると考 

えられる。 つまり，所得在暇選好 

‘の对象とならナ义い絶対余暇時間が 

.歴史的に拡張していると’考えられ

〔ま 15) 最大労働供給可能時間の推計
(iji位二時問/ 律）

教 言 水 準 I 教 ぜ 水 準 n

'職 糖 ii 職 種 ei

1 . m m 作 業 1310 3, 農 林 作 業 985
4. 採 鉱 採 石 25

2 . 販 売 サ ー ビ ス 1810 5. 運輸通信作業 2 0 2

6 . 技能エ填純労働 . 1908

合 計 3120 合 計 3120

る。また, 〔表 15〕に示したもの内容も，歴史的に，肉体労働的な職種から非肉体労働的な職種へ 

-とシフトして\；̂ると考えるべきでもろう。この意味の欠陥は，近い将来に改善する予定である◊

• '

- 4 . 4 職種別労働供給開数の計測

4 . 2 節 の （4. 2 0 )〜 (も2 5 ) 式で示した職種別労働供給関数を計測した結来は以下の通りである。 

ただし，データに;?す: する大きな断層は’， 4. 2 節の理論モデルではプォロ一し切れないので，ある 

‘程俊の高い f l t o e s sを維時するための:使法とU て, 5 額類めダミー変数を川いた。

- 3 5( 網 一  ，
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(i) D U M 1は販売サービス作業の供給関数に用いた。II辆 U45年以後の就業時間単縮M向を反映

させるために用いている。

(DUM1 = 0 …，，44年 以 前 D U M 1ニ1……45年は後） ’

(ii) DUM 2 と DUM 3 の二つのダミ一変数は辕石採鉱作業の供給が4 4 年に減少を始め， 45 

年以# には更に大きく減少したことを反映させるために用いた。

(DUM 2 =  1，. …44年 の み DUM 2ニ0 ‘…44年以外）

(DUM 3 = 0 ’…. 44年 以 前 D U M 3ニi ……45年以後）

(iii) DUM 4 は，ォリンピック工事等の建設プームに伴って昭和39年に一時的に運輪通信作業へ.
——  .

の労働供給のシフトが起ったことを反映させるために用いた。

(DUM 4 = 1 ……39年 の み DUM 4 ニ0..‘...3 9年以外）

(iv) DUM 5 は高度成長の加速に伴って生じすこ技能エ単純労働作業への労働供給の減少を処理す-

る ために用いた。

(DUM 5ニ1 3 9 ,  40,41年 DUM 5= 0  - その他)

労働供給関数は，下記のように余暇関数の形で計測した。

労働供給関数の計測結果

1, ぎ 筋 作 業

販 売 サ ー ビ ス 作 業

3. 農 林 作 業

4 . 採 ' 鉱採石作業

5. 運 輸 通 信 作 業

(1310—：U ) ニ 1588* 4 1 6 4 -0 . 4276 (Vi +  1310i^i + 1810^2〉/wi 
(4. 20) (3. 22)

が  ニ 0. 572 D ,W . ニ 1,417

(1810- L 2) ニー359. 285+0. 223(Vi +  ISlOwi +  ISlOiy*)fwl 
(0.62) a  45)

+  75. 434DUM1
(3.02) ,

R2 ニ 0. 64 D .W . ニ 1 ,859

(985 一 U )  ニ 0. 08239 (V„ +  985^3 +  2SWi +  202^5

+19082^0 Iw, +  COR. COEF. ニ 0. 797 D* W. ニ 1.306.

(25—]U ) ニー49‘ 5 7 2 0 + a 0 1 9 6 0 (V n  +  985t(J3 +  25w4 
( 2 . 4 1 ) ( 2 .  89)

+  202ws +  1908«O Iwi +  6. 264DUM2 + 12 . 578DUM3.
. (3.03) (4.73)

5̂ 2ニ0 .777  D. W. - 2 .  592

(202—Ls) ニーn か 9965 +  0. 08424(V n + 985^3+ 25^4 
(1.94) (3.15) ^

+  202ws + .1908w；6) fws +  4 3 .1862DUM4
(4. 77)

R * -0 . 748 D .W , ニ 1 .615

 -----'36  {188) — ム
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< 6 .技 能 ェ 単 純 労 働 (IQOS-Le) 61.2886+0. 2206 (Vn + 985^3+  25W；* 
(0. 26) (2. 81)

+  202ws +  1908w«) fwe +167. 1229DUM5
(9.63)

R"=0. 956 D. W .=1. 735

5. 労 働 市 場

1 労働市場の一般均衡体系

このモデルの労働市場.では，職铺別労働需要と職種別労働供給とが一般均衡する。労働需要に'^ 

いては，3 . 2 節で主体均衡図式を示して， 3 . 4 節で産業別，職種別労働需要関数を測定した*ま 

た，労働供給については，4 . 2 節で主体均衡図式を示して，4 : 4 節で職種お労働供給関数を計測し

-7v—。

3. 4 節の労働需要関数と4. 4 節の労働供給関数との均衡方程式は，下記の6 本の非線型連立方程 

-まとなる。

労働需要，供給の市場均衡体系 . ： ,

1 . 56261さ9700000QB"2，"3w，r  し 2 ぬ ぶ ® デ ‘

. + 4 5 1 0 .  9362 が."V .1が'

+  222993.79gD -o ." V r°.3" W 6-o，®"?i»®，" V o ,o i‘ '

+  1018.0008Qe"，®"w,.%2-i.2°®?•が."4 .

+  40972. 047

= 0. 42764717 (Vt +  ISlOwx + 1810̂ <；2) -  278. 4164

：2. 403615.1

+  930087.54Qro.®«®W.5"®wrQ.i"nr2.3® な '

ニー0. 223(Vi +  1310み +  1810w0/か2 +  2169. 285—75. 434 DU M l

3. 49053, 508 Qa。 r 。.6"ゲり-。.，0® .

=  一 0. 082393192 (V n+ 085w» +  25w4 +  202m +1908^6) Ms +  985
4 .1 0 3 3 0 0 2 8 0 0 0 0  QiT，. 斯 4.082デ り - 6."ag-o.6oi'

ニ ー 0. 01960137(Vn +  985wH-25w4 +  202w5 + 1 9 0 8 ^ 0 /W4 — 6. 264DUM2 

. - 1 2 .  578 DUM 3+25. 572079 

'あ* 19995, 389 QoO.305が 勘 - 。 ボ Vに 。."1

= - 0 .  084243902 (Vji +  985w +  25^4 +  202m +1908^6) h ,

一 43.186222 DUM4 -  82, 00342

■—— 37伽 ）
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-2»502̂ -0.15616 . 15143870000 ン

+  58825. 928 Qc°.o"«M；r o，®"W6-o.53〜7 )0 ." V .’7®， 

+  108196179 QpO-316-ĵ j-O.46̂ -̂0.416̂ .̂ O.335gO.093t 

+  21585. 692 QG0-i"wro.®i®mO.o88術 0‘5»5ゲダ.6(58 -

ニ 一 0. 22068033 (V n +  985wa +  2SW i +  202ws +  1908iyg) jw ^

~  167.12298 DUM5 +1969. 288687 

この6 本の方® 式は， 〜w «を未知数とし, Qa〜Qg, rp, V„ V„. D U M 1-D U M 5, t を外生变 

数とする6 元速立方程式体系やあるから，との速立方程式を解くことによって， 一般均衡賃金率 

〜m を求めることができる。 この職種別賞金率が，部分均衡的に決定するめではなく，完全に

一般均衡的に (相互依存的に）決定ずる体系である。

■ . . ■ , ..

5 . 2 —般均衡解の計算とトー夕ル.テスト

前節に示した労働市場の一般均衡モデルは,一見してわかるように極めて複雑な非線型の体系で 

ある。このような非線型連立方程式を解くことは代数的には不可能である。従来, 労働需給や財の' 

需給の精徽な主体均衡理論と市場均衡理論が繰り返し提葉され彫孫されながら，一度も爱証分析の" 

段階に至らなからた最大の理もここにある。 .

この研究では，この非線型迪 i t 方程式を steepest ascent m eth odの特殊な方法である K EO  

Pattern Search M ethodによって解いた。 KEO P祐tern Search M e th o dの薛細については， 旧，- 

黒 田 〔6 ) を参照されたい。ごく簡単に説明すれば, 前記の6 本の均衡式の残差の自乗和を最小に. 

す る 〜 の 組 合 わ せ を ，あ ら ゆ る ，〜の組合わせの中から探索する。この方法は， 愿大な 

計算量を必要とするので, 高速度コンピューターの力を借りてはじめて可能となる。

産業別樊質付加価値（Qa〜Q o ) ,禾y子率 0 ) , —般物価水準（P ) ,職辅別最大労働供給可能時問(fi-i. 

ぎ*i ) , 教ま水準別非質金所得（Vi, V „ ) , ダミー変数（m j M l、D U M 6 ),時間変数（り等の外生变 

数の実測値を与えて，各年別にKEO Pattern Search M ethodの収敛計算を行なって，職種別賃金 

率 の total t e s tを行なった結果は〔表 16；) に示す通りである。外生変数データは掲載を智略する。

( M 1 6 3 にみる通り，このモデルの情鹿は極めて高い。事務，販売サービス， 木，採鉱採石， 

迪輸通信，技能単純労働の各職種の複雑な賞金率変化と, ，そめ結果として生起した賞金格差を確実，: 

に予測する能力があることがわかるであろう。

なお，m 16〕の貨金本が許算されれば，これらを改めて労働需要関教（または労働供給関数）に- 

代入することによって，産業別，職棚则の就業時問を予測することができる。実際にそのテストを， 

行なってみると，やはり極めて高い精鹿を発糊することが確認された。紙数の都合で，産業別 ‘ lit. 

糊別就業時問の予測チス‘トの結果を割滅する。詳しくは〔1?〕を参lllHされたい。 ■
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〔ま 163 市場均衡モデルの total test (単位 : 円/ 時)

勾：
事 務 販売サービス m 林 採被 •採石 運輸 •通信 技能 . 単能 'w m m
際値》

収锁値
{理論储}

w m m
immuo

収細値 
(理論値）

初期値
{実際値）

収劍値
(理論脑）

初期値
《実際値）

収剑値 初期値
(まほ値） 

200

収剑値
(理論値） 

202

知J期値 1 m m
39 133 134 103 103 102 114 149 151

(突際値》

135

(理論fift〉

13640 146 154 110 121 122 123 171 152 209 187 162 150 .41 159 157 117 120 141 ■ 143 181 217 231 248 179 19742， 178 180 129 132 173 164 181 188 254 255 195 19143 : 211 214 161 161 172 173 228 206 300 288 235 22044 241 234 178 176 185 186 276 281 347 363 263 27645 291 291 228 228 191 183 332 324 411 404 312 31046 345 347 266 266 191 181 374 355 449 454 352 347

6. 結 語

, ■ . . .
われわれは，労働需要，労働供給の主保均衡図式とそれらの間の-^般的市場均衡図式を，新古典 

派の理論構成のままに殆んど何等の歩もせずに構成し測定した。労働市場理論および貧金格差现 

論にとって常に机上の論理であった理論は，確実な予測力を持って現I I のものとなった。

この後は，この予測力をもって，現夷の労働市場ウ動向をシミュレートする作業を繰り返しな力t  

ら，モ.デルを改良していけばよい。

この稿では紙数の都合で割愛したが, われわれは，すでに各種のシミュレーションを開始してい 

る。それらについては〔17〕を参照されたい。

この研究は，し1 節で述べた通り，筆者等の研究の出発点に過ぎない。何故ならば，われわれの 

目的は，このモデルを経済発展理論の中で近代部門の労働市場の均衡図式として位置づけることに 

あるからである。在来部門からの孝働供給との関速は，全くオープンに残されている。今後，大方 

の叱正と教示を得て，初期の目的に接近したいと考えている。
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集 合 財 と 公 共 的 供 給 財

I 序

H 公共財概念の再検討 

1 等量消费財

2 結合供給性と》 不可能性 

3 市場機構でめ供給 
m 集合的行動

1 後合的行動における意思決定 
- 2 政治機構

3 公共的供給財の決定 

I V 結

公共財の分析は, Lindahl, Wicksell等の先駆的業繞 

を別にすれば，Samuelsonの1954年論文がその端緒と 

みなされている。 Samuelson (1954)は，通常の経済理 

論に登場する私的財に対して，各個人が等量に消費す 

るMとしての集合的消費財を定式化し，これら2 組の 

財集合からなる一般均衡モデルを提示した。以来20年 

問, 公共財問題は.多くの研究者を巻き込む論争のトピ 

ックのひとつとなり, 概念の精敏化と，より一層の一* 
般化が因られてきたものの，いまだ多くの点で充分な 

意見の一致をみていな、。公共財という概念にしても， 

巢合財，柴合的消費財，染団的消費財,結合財等の類 

似用語が並存し，その意味するところも論者によつて 

まちまちである。そして，Samuelson (1964)対Minasian 
(1964)のT V 論争にみられるように,関心領域の異な 

る研’ザ者間の論争に少なからぬ混乱をおこしつつ，そ 

れぞれの舉門鎮城で別個の公共財概念による分析力順 

開されている。

との混乱の■-耍旧は，公典財間題が関係する学ra値 

域の多元性にある。公共財を字句通りに受収れぱ，政 

府部門の活動に開わる財であるから，政府部門の経済

川 野 辺 裕 幸

学としての財政学や,最近のDowns, BuchanaA, TuUock 

等の経済趣論の応用としての政治学で公共財間鹿の 

研究は，政治機構での意思決定過程のpositiveな分析 

や，どの財を公共的に供給すべきかといラnormative 
な分析を与えるものと期待するのも不当ではないだろ 

う。しかしながら,：市場機構に対置すべき政治機構の 

キデルが充分な発展を遂げていない，行動主体である 

個人の概念が？i 立していない等の理由から，市場機お' 
と政治機#！を連結した公共財間題の分析を与えること 

かできなかった。またSamuelson (1954)以下.のnoi*- 
m ativeな経済理論における公共財の概念も,-政治機 

構-の分析を欠くがゆえに,公共的に供給される財では 

なく , 市場機構のバフォーマンスから考慮して，公共 

的に供'給される可能性のある財にすぎない。

このノートは，従来の市場機構に中心を置いた公共 

財概念に，集合的行動論による政治機構のモデルを連 

結させ，どのような財，サービスが，どの制度によっ 

て供給されるかという問題についての一試論を与える。

n 公共財概念の再検討 

,1. 等量消爱財

Samuelson (1954)は集合的消費財を，「ある個人によ 

る消費力;他のいかなる個人による消費も削減しないと 

いう意味においてすベての人力決通受する財J と 

定義し，

X n+ J~ X*n+ J ( J ニ 1 , 2, m', t ニ 1,2 ,  s)
で示した。すなわち，集合Ml消費財とは，どの個人に 

よる消費量も社会全体の供給量にキしいような財であ 

り，各個人は，それぞれこの財を等贵だけ消費する。 

そして，集合的消費財の最適配分条件はUMRSニMT, 
すなわち，各個人の染合的消費財の消費fこおける限界
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